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地方公共団体防災担当者向けの気象防災ワークショッププログラムの公開について 

 

 

 

 

気象庁では、地域における防災対応推進を図る目的で、地方公共団体防災担当者

向けの「気象防災ワークショッププログラム」を開発しました。 

今後、各地の気象台が行う地方公共団体の防災対応への支援強化策の一つとして、

本ワークショッププログラムを活用していきます。 

 

本プログラムは、地方公共団体の防災担当者が各種の防災気象情報を適切に理解・

活用し、適切なタイミングでの体制強化および避難に関する判断を行うなど、防災対応力

の向上を目指したワークショップ形式のプログラムです（概要は別紙をご参照下さい）。 

本プログラムの開発に当たっては、以下の７市で試行を実施し、その結果をプログラムに

反映しています。また、静岡大学防災総合センター 牛山 素行教授および帝京大学学

修・研究支援センター 森 玲奈講師（現在、准教授）の監修のご協力をいただきまし

た。 
 

日立市、前橋市、静岡市、福山市（土砂災害編）、 

砂川市、仙台市、四日市市（中小河川洪水編） 

 

本プログラムは気象庁ホームページで公開していますのでご活用下さい。 

 

公開URL https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jma-ws2/index.html 

 

地方公共団体の防災対応への支援強化策の一つとして、新たに開発した「気象防

災ワークショッププログラム」を活用していきます。 

問合せ先：（プログラムの普及に関すること） 

総務部 企画課 防災企画室  担当 羽田  

電話 03-3212-8341（内線 2361） FAX 03-3211-2032 

（プログラムの内容に関すること） 

総務部 情報利用推進課  担当 中代 

電話 03-3212-8341（内線 4230）FAX 03-3211-8083 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jma-ws2/index.html


 

地方公共団体防災担当者向けの気象防災ワークショッププログラムの概要 

 

本プログラムは、内閣府の「避難勧告等に関するガイドライン」を基本に地元気象台から

発表される防災気象情報に基づく地方公共団体の防災対応をワークショップ形式により疑

似体験していただくものです。土砂災害編及び中小河川洪水編の２編からなり、土砂災

害あるいは洪水災害が発生するおそれがある状況において、地元気象台などから提供され

る様々な情報を参照しながら、少人数によるグループワークを行うことを想定したものです。 

このワークショップを通じて、各種の防災気象情報を適切に理解し、有効に活用するとと

もに、体制の強化や避難勧告の発令のタイミングなどに関する検討を行い、判断のポイント

を学んでいただくことによって防災対応力の向上を目指しています。 

 

  

 

 

【参考】 

一般住民向けには、気象庁ワークショップ「経験したことのない大雨 その時どうする？」

を用意しています。ワークショップ運営マニュアル、資料等は以下のページからダウンロードし

てご活用下さい。 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jma-ws/index.html 

別紙 


